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抄録 

 
本研究は、公共トレーニング室における、新規利用者の属性を明らかにし、トレーニ

ング室での運動中に発生した有害事象・ヒヤリハットの発生状況を明らかにすることを

目的とした。本研究は小規模前向きコホート研究である。観察期間は 2021 年 10 月-
2022 年 12 月とした。神奈川県藤沢市内の 3 つの公共運動施設内のトレーニング室に

おける新規利用者のうち、本研究への参加に同意し、調査票に回答した 1,235 人 (男性

739 人、女性 496 人) を対象とした。ベースラインの評価項目は年齢、性別、身長、体

重、運動習慣、基礎疾患、7 項目の運動前の健康チェックを調査票より得た。トレーニ

ング室利用頻度、運動中の有害事象・ヒヤリハットの発生を追跡した。対象のうち、運

動習慣のない者が男性 54.4％、女性 72.9％存在していた。50-80 歳代で基礎疾患あり

（男性 49.4 %、女性 37.9 %）、運動前の健康チェックで要確認（男性 23.2 %、女性

22.7 %）の割合が高かった。観察期間中、対象に有害事象・ヒヤリハットは発生してい

なかったが、対象以外のトレーニング室利用者全体では 6 件の有害事象が発生し、5 件

が転倒、うち 4 件は 60 歳以上の利用者であった。公共トレーニング室の利用者におい

て、男性・女性共に高年齢層ほど運動に際するリスクを有している者の割合が高かく、

運動時に配慮が必要な可能性が示唆された。 
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１．はじめに

身体活動・運動の利益は数多く知られ

ている 1,2)。そのため、国内外で身体活動・

運動促進の取り組みが行われている 3,4)。 
しかし、我が国においては、少子高齢化

が進み、総人口に対する 65 歳以上人口の

割合である高齢化率は 28.9%5)と総人口

の 30%に迫っている。令和元年度の国民

健康・栄養調査では、糖尿病が疑われる者

の割合は 19.7％、10.8％(男性、女性)であ

り、収縮期血圧が 140mmHg 以上の高血

圧症が疑われる者の割合は 29.9％、

24.9％、脂質異常症の指標の一つである

血清総コレステロール値が 240mg/dL 以

上の者の割合は 12.9％、22.4％であった

6)。これらの健康上の不安を抱える者の割

合は年齢層が高くなるにつれて増加する。

したがって、運動を実施する際に健康上

の配慮が必要とする者の割合が今後増加

していくことを示唆している。 
現状、「１回 30 分以上の運動を週２回

以上実施し、１年以上継続している」運動

習慣のある者の割合は、男性 33.4％、女

性 25.1％である 6)。これは、我が国の、

「国民の健康の増進の総合的な推進を図

るための基本的な方針」である健康日本

21(第二次)7)で掲げている目標値（20-64
歳: 男性 36％、女性 33％、65 歳以上: 男
性 58％、女性 48％）には届いていないも

のの、一定数の国民が各地域で自主的・日

常的に様々な身体活動・運動を実施して

いることを示している。 
この運動習慣が途絶える原因の一つに

運動中の傷害や体調不良があることが知

られている 8,9)。アスリート 10)や大規模ス

ポーツイベント 11,12)を対象とした報告で

は、運動中に傷害や体調不良などの有害

事象が発生していることが明らかになっ

ている。しかし、地域住民を対象とした報

告は非常に限られており、地域・住民主体

による運動普及活動中に発生した有害事

象の報告 13)や横浜市内の公的運動施設に

おける傷害の横断調査にとどまっている

14)。これは、地域住民が自主的・日常的に

実施している身体活動・運動は多岐にわ

たり、毎回の運動参加者も固定されてい

ないため、その実態を掴むことが困難で

ある点が影響していると予想される。 
そこで、本研究は藤沢市内の公共運動

施設内のトレーニング室 (図 1)の新規利

用者を対象として、利用者の属性を明ら

かにするとともに、当該施設での運動中

に発生した有害事象・ヒヤリハットの発

生状況と頻度を明らかにすることを目的

とした。 
 
２．方法

22--11..  研研究究デデザザイインン  
本研究は、藤沢市内の公共運動施設3施

設内に設置されているトレーニング室の

新規利用者を対象とした小規模前向きコ

ホート研究である。 
 
22--22..  観観察察期期間間  

2021 年 10 月-2022 年 12 月とした。 
 
22--33..  対対象象  

神奈川県藤沢市内の公共運動施設であ

る施設 A、C、H の 3 施設内に設置されて

いるトレーニング室における、18 歳以上

の新規利用者を対象とした。これらの施

設は、1 回あたり 100-500 円 (施設 A、H: 
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中学生 100 円、成人 300 円、60 歳以上

240 円、施設 C: 中学生 250 円、成人 500
円、60 歳以上 400 円)の利用料となって

おり、有酸素マシンエリア、筋力トレーニ

ングマシンエリア、フリーウエイトエリ

ア、ストレッチエリアから成る。各トレー

ニング室には 2 名の職員が常駐し、利用

者の案内と見守りを行っている。新規利

用者に対しては、トレーニング室に関す

る利用説明会を毎月 4-8 回実施している。

説明会の場で、本研究について書面と口

頭で説明し、研究参加に同意が得られ、調

査票に回答が得られた 1,235 人 (男性

739 人、女性 496 人) を対象とした。 
また、全てのトレーニング室利用者を

対象に、観察期間における利用者数 (総利

用者数、60 歳以上の利用者数、15 歳以下

の利用者数) と利用者の中で発生した有

害事象・ヒヤリハットもあわせて記録し

た。 
なお、観察期間内の 2021 年 10 月-2022

年 10 月は、新型コロナウイルス感染症対

策の一環で、トレーニング室の利用人数

の制限が設けられていた。 
 
22--44..  評評価価項項目目  
22--44--11..  トトレレーーニニンンググ室室利利用用者者のの属属性性  

自記式質問紙票を用いて、トレーニン

グ室新規利用者を対象に、利用説明会の

際に以下の項目について回答を得た。 
1) 性別 
男性、女性の２択から選択。 

2) 年齢・身長・体重・BMI 
自己申告による数値を記入。Body 

Mass Index (BMI)は身長と体重から算出

した。 

3) 運動習慣 
a. 現在の運動習慣 

ほとんど全くしない (週に 0 日)、週
に 1-2 日、週に 3-4 日、ほとんど毎

日 (週に 5-7 日) の 4 択から選択。 
b. 1 日で運動を行う時間 

数値を記入。 
c. 1日で歩行または歩行と同等の強さ

の身体活動を行う時間 
数値を記入。 

d. 1 日の中の座位行動時間 (睡眠時間

を除く) 
数値を記入。 

e. 運動の継続: 1 回 30 分以上の運動を

週に 2 日以上、1 年以上実施の有無 
はいか、いいえの 2 択から選択。 

f. 中高強度の身体活動: 日常生活に

おいて歩行または歩行と同等の強

さの身体活動を 1 日 1 時間以上実

施の有無 
はいか、いいえの 2 択から選択。 

g. 歩行速度: ほぼ同じ年齢の同性と

比較して歩く速度が速いか 
はいか、いいえの 2 択を選択。 

4) 日本語版気分・不安障害調査票 (K6) 
K6 は、うつ病・不安障害等の精神疾患

のスクリーニングを目的とし Kessler et 
al.15) が開発し、Furukawa et al.16) によ

って日本語版が開発された尺度である。

過去 30 日間の精神的な状態について頻

度を聴取する6項目の質問から構成され、

それぞれ、全くない (0 点)、少しだけ (1
点)、ときどき  (2 点)、たいてい  (3 点)、
いつも (4 点)の 5 択から選択し、その合

計点が高いほど、精神的な不調を感じて

いる度合いが強いことを表している。0-4

 

点は問題なし、5-9 点は要観察、10 点以

上は要注意/要受診に分類した 17)。 
5) 基礎疾患の有無 

狭心症・心筋梗塞・心不全、脳卒中、が

ん、糖尿病、高血圧症、脂質異常症、腎臓

病、肝臓病、リウマチ・膠原病、胆石・胆

嚢炎、呼吸器病、腰痛症、変形性関節症、

その他から選択 (複数選択可)、その他は

自由記述とした。なお、基礎疾患の「その

他」は解析にあたり、記載内容を精査し、

再分類可能であった 30 件 (呼吸器病: 喘
息 14 件、狭心症・心筋梗塞・心不全: 不
整脈 4 件、冠動脈疾患 2 件、肥大型心筋

症 1 件、弁膜症 1 件、脳卒中: 脳梗塞 1
件、糖尿病: 高血糖症状 1 件、脂質異常症: 
高コレステロール血症 1 件、高脂血症 1
件、肝臓病: 肝炎 1 件、脂肪肝 1 件、腰痛

症: 腰椎すべり症 1 件、急性腰痛 1 件)を
再分類した。 
6) 運動前の健康チェック 

Physical Activity Readiness 
Questionnaire+ (PAR-Q+)18,19) と身体活

動のリスクに関するスクリーニングシー

ト 20) を参考に筆者らが作成した。以下の

7 つの質問項目から成る。①「心臓病」ま

たは「高血圧」を医師から指摘されたこと

がありますか、②安静時、日常生活時、運

動中 (強い運動を除く) などに「胸の痛み」

を感じることがありますか、③「めまい」

のためにバランスを崩す又はこの一年間

に意識を失ったことはありますか、④「心

臓病」「高血圧」の他に慢性疾患がありま

すか、⑤慢性疾患で何か薬を飲んでいま

すか、⑥運動を行うことで痛みが強くな

る心配のある筋肉や関節の痛みなどがあ

りますか、⑦過去に医師から運動を控え

るように言われたことがありますか。 
 
22--44--22..  トトレレーーニニンンググ室室のの利利用用頻頻度度  
利用者の情報を管理している電子カル

テシステムから、施設職員が対象の施設

利用頻度のデータを取得し、筆者らが提

供を受けた。1 回以上利用があった月数が

連続、非連続を問わず、3 ヶ月以上あった

者を利用継続とした。 
 
22--44--33..  ひひとと月月ああたたりりののトトレレーーニニンンググ室室利利

用用者者数数  
施設利用料を支払う発券機の利用状況

から、施設職員が各施設におけるひと月

あたりの総利用者数、60 歳以上の利用者

数、中学生 (15 歳以下) の利用者数と開

館日数を取得し、筆者らが提供を受けた。 
 
22--44--44..  トトレレーーニニンンググ室室ににおおけけるる運運動動中中のの

有有害害事事象象・・ヒヒヤヤリリハハッットト  
トレーニング室の利用者に有害事象・

ヒヤリハットが発生した際に、施設職員

が作成する報告書から、発生日時、発生場

所、利用者の年代、性別、障がいの有無、

当時の体調、事象の内容、発生原因、今後

の対策を評価対象とした。報告書は、その

場に居合わせた施設職員によって、施設

内の決められたフォーマットに従って作

成された。 
有害事象・ヒヤリハットの定義は、北湯

口らの報告 13) を参考に、「有害事象: 活動

中に、利用者の心身に生じたあらゆる好

ましくない事象、ヒヤリハット: 参加者に

心身の被害を及ぼすことはなかったが、

職員が“ヒヤリ”としたり、“ハッ”とし

た事例」と定義した。 
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中学生 100 円、成人 300 円、60 歳以上

240 円、施設 C: 中学生 250 円、成人 500
円、60 歳以上 400 円)の利用料となって

おり、有酸素マシンエリア、筋力トレーニ

ングマシンエリア、フリーウエイトエリ

ア、ストレッチエリアから成る。各トレー

ニング室には 2 名の職員が常駐し、利用

者の案内と見守りを行っている。新規利

用者に対しては、トレーニング室に関す

る利用説明会を毎月 4-8 回実施している。

説明会の場で、本研究について書面と口

頭で説明し、研究参加に同意が得られ、調

査票に回答が得られた 1,235 人 (男性

739 人、女性 496 人) を対象とした。 
また、全てのトレーニング室利用者を

対象に、観察期間における利用者数 (総利

用者数、60 歳以上の利用者数、15 歳以下

の利用者数) と利用者の中で発生した有

害事象・ヒヤリハットもあわせて記録し

た。 
なお、観察期間内の 2021 年 10 月-2022

年 10 月は、新型コロナウイルス感染症対

策の一環で、トレーニング室の利用人数

の制限が設けられていた。 
 
22--44..  評評価価項項目目  
22--44--11..  トトレレーーニニンンググ室室利利用用者者のの属属性性  

自記式質問紙票を用いて、トレーニン

グ室新規利用者を対象に、利用説明会の

際に以下の項目について回答を得た。 
1) 性別 

男性、女性の２択から選択。 
2) 年齢・身長・体重・BMI 

自己申告による数値を記入。Body 
Mass Index (BMI)は身長と体重から算出

した。 

3) 運動習慣 
a. 現在の運動習慣 

ほとんど全くしない (週に 0 日)、週
に 1-2 日、週に 3-4 日、ほとんど毎

日 (週に 5-7 日) の 4 択から選択。 
b. 1 日で運動を行う時間 

数値を記入。 
c. 1日で歩行または歩行と同等の強さ

の身体活動を行う時間 
数値を記入。 

d. 1 日の中の座位行動時間 (睡眠時間

を除く) 
数値を記入。 

e. 運動の継続: 1 回 30 分以上の運動を

週に 2 日以上、1 年以上実施の有無 
はいか、いいえの 2 択から選択。 

f. 中高強度の身体活動: 日常生活に

おいて歩行または歩行と同等の強

さの身体活動を 1 日 1 時間以上実

施の有無 
はいか、いいえの 2 択から選択。 

g. 歩行速度: ほぼ同じ年齢の同性と

比較して歩く速度が速いか 
はいか、いいえの 2 択を選択。 

4) 日本語版気分・不安障害調査票 (K6) 
K6 は、うつ病・不安障害等の精神疾患

のスクリーニングを目的とし Kessler et 
al.15) が開発し、Furukawa et al.16) によ

って日本語版が開発された尺度である。

過去 30 日間の精神的な状態について頻

度を聴取する6項目の質問から構成され、

それぞれ、全くない (0 点)、少しだけ (1
点)、ときどき  (2 点)、たいてい  (3 点)、
いつも (4 点)の 5 択から選択し、その合

計点が高いほど、精神的な不調を感じて

いる度合いが強いことを表している。0-4

 

点は問題なし、5-9 点は要観察、10 点以

上は要注意/要受診に分類した 17)。 
5) 基礎疾患の有無 

狭心症・心筋梗塞・心不全、脳卒中、が

ん、糖尿病、高血圧症、脂質異常症、腎臓

病、肝臓病、リウマチ・膠原病、胆石・胆

嚢炎、呼吸器病、腰痛症、変形性関節症、

その他から選択 (複数選択可)、その他は

自由記述とした。なお、基礎疾患の「その

他」は解析にあたり、記載内容を精査し、

再分類可能であった 30 件 (呼吸器病: 喘
息 14 件、狭心症・心筋梗塞・心不全: 不
整脈 4 件、冠動脈疾患 2 件、肥大型心筋

症 1 件、弁膜症 1 件、脳卒中: 脳梗塞 1
件、糖尿病: 高血糖症状 1 件、脂質異常症: 
高コレステロール血症 1 件、高脂血症 1
件、肝臓病: 肝炎 1 件、脂肪肝 1 件、腰痛

症: 腰椎すべり症 1 件、急性腰痛 1 件)を
再分類した。 
6) 運動前の健康チェック 

Physical Activity Readiness 
Questionnaire+ (PAR-Q+)18,19) と身体活

動のリスクに関するスクリーニングシー

ト 20) を参考に筆者らが作成した。以下の

7 つの質問項目から成る。①「心臓病」ま

たは「高血圧」を医師から指摘されたこと

がありますか、②安静時、日常生活時、運

動中 (強い運動を除く) などに「胸の痛み」

を感じることがありますか、③「めまい」

のためにバランスを崩す又はこの一年間

に意識を失ったことはありますか、④「心

臓病」「高血圧」の他に慢性疾患がありま

すか、⑤慢性疾患で何か薬を飲んでいま

すか、⑥運動を行うことで痛みが強くな

る心配のある筋肉や関節の痛みなどがあ

りますか、⑦過去に医師から運動を控え

るように言われたことがありますか。 
 
22--44--22..  トトレレーーニニンンググ室室のの利利用用頻頻度度  

利用者の情報を管理している電子カル

テシステムから、施設職員が対象の施設

利用頻度のデータを取得し、筆者らが提

供を受けた。1 回以上利用があった月数が

連続、非連続を問わず、3 ヶ月以上あった

者を利用継続とした。 
 
22--44--33..  ひひとと月月ああたたりりののトトレレーーニニンンググ室室利利

用用者者数数  
施設利用料を支払う発券機の利用状況

から、施設職員が各施設におけるひと月

あたりの総利用者数、60 歳以上の利用者

数、中学生 (15 歳以下) の利用者数と開

館日数を取得し、筆者らが提供を受けた。 
 
22--44--44..  トトレレーーニニンンググ室室ににおおけけるる運運動動中中のの

有有害害事事象象・・ヒヒヤヤリリハハッットト  
トレーニング室の利用者に有害事象・

ヒヤリハットが発生した際に、施設職員

が作成する報告書から、発生日時、発生場

所、利用者の年代、性別、障がいの有無、

当時の体調、事象の内容、発生原因、今後

の対策を評価対象とした。報告書は、その

場に居合わせた施設職員によって、施設

内の決められたフォーマットに従って作

成された。 
有害事象・ヒヤリハットの定義は、北湯

口らの報告 13) を参考に、「有害事象: 活動

中に、利用者の心身に生じたあらゆる好

ましくない事象、ヒヤリハット: 参加者に

心身の被害を及ぼすことはなかったが、

職員が“ヒヤリ”としたり、“ハッ”とし

た事例」と定義した。 
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利用者の情報を管理している電子カル

テシステムから、対象の有害事象・ヒヤリ

ハットの発生状況を追跡した。また、観察

期間中に発生した本研究対象者以外の有

害事象・ヒヤリハットについても、施設内

で作成、保管されている報告書から、個人

情報を除いた情報の提供を受けた。 
 
22--55..  統統計計解解析析  

対象者の属性について、連続変数は中

央値 (四分位範囲) で示し、年代グループ

の比較には、Kruskal Wallis 検定及び

Bonferroni法を用いたMann Whitneyの

U 検定を実施した。カテゴリー変数

は n (%)で示し、χ²検定または Fischer
の正確確率検定を実施した。それぞれ、効

果量 (Effect size: ES) r、φ、クラメール

の V を算出した (小: 0.1 以上、中: 0.3 以

上、大: 0.5 以上)。基礎疾患と運動前の健

康チェックの 7 つの質問項目では、該当・

非該当の２群で Mann Whitney の U 検

定、χ²検定または Fischer の正確確率検

定を実施した。なお、χ²検定または

Fischer の正確確率検定を実施したのち、

調整済み標準化残差を用いて残差分析を

行い、どの変数間に差があるのかを確認

した。統計学的有意水準は 5％とし、解析

には IBM SPSS Statistics 28 (IBM, 東
京) を用いた。 
 
22--66..  倫倫理理的的配配慮慮  

本研究は、慶應義塾大学スポーツ医学

研究センター倫理審査委員会の承認を得

て実施された (承認番号：2020-04, 2021-
08)。対象者には、研究説明書にて研究内

容を説明し、同意書と調査票の提出をも

って同意を得た。 
 
３．結果と考察

33--11..  結結果果  
33--11--11..  対対象象のの属属性性  

対象の性別ごとの属性 (年齢、身長、体

重、BMI) を表 1 に示す。各施設間におけ

る対象の基本情報を表 2 に示す。 
 
33--11--22..  運運動動習習慣慣  

対象の性別・年代ごとの運動習慣に関

する質問項目の結果を表 3 に示す。1 日

の運動時間、1 日の歩行・歩行と同等の身

体活動時間、座位行動時間の項目では、

Kruskal Wallis 検定の結果、男性の歩行・

歩行と同等の身体活動時間 (p < 0.01)、女
性の座位行動時間 (p < 0.01) で有意差を

認めた。これらの項目について、

Bonferroni法を用いたMann Whitneyの

U 検定を実施した。男性の歩行・歩行と

同等の身体活動時間の結果、10-20 歳代と

30-40 歳代の比較では 10-20 歳代が有意

に高値を示した (p < 0.01, r = 0.15)。10-
20 歳代と 50-80 歳代の比較では、10-20
歳代が有意に高値を示した (p < 0.01, r = 
0.19)。女性の座位行動時間の結果、10-20
歳代と 30-40 歳代の比較では 10-20 歳代

が有意に高値を示した  (p < 0.01, r = 
0.23)。10-20 歳代と 50-80 歳代の比較で

は、10-20 歳代が有意に高値を示した (p 
< 0.01, r = 0.20)。 

現在の運動習慣、運動の継続、中高強度

の身体活動、歩行速度に関する質問項目

では、χ²検定および Fischer の正確確率

検定の結果、男性で現在の運動習慣、中高

強度の身体活動の項目で回答に有意な偏

 

りが認められた。残差分析の結果、現在の

運動習慣では、10-20 歳代で週 1-2 日実施

しているという回答が少なく、30-40 歳代

で週 1-2 日実施しているという回答が多

くみられた (p < 0.01, Cramer’s v = 0.13)。
また、中高強度の身体活動に関する項目

では、10-20 歳代で実施していると回答し

た者が多く、50-80 歳代で実施していると

回答した者が少ない結果であった (p < 
0.01, Cramer’s v = 0.19)。女性では、運動

の継続に関する項目において、50-80 歳代

で継続していると回答した者が有意に多

かった (p< 0.02, Cramer’s v = 0.13)。 
 
33--11--33..  KK66 のの分分布布  

K6 の各質問項目の合計得点の結果、問

題なし : 0-4 点は 958 人  (対象全体の

78％)、要観察: 5-9 点は 192 人 (16％)、
要注意/要受診: 10 点以上は 85 人 (7％)で
あった。K6 合計得点の判定結果は、年代

による統計学的な偏りは認められなかっ

た。要注意/要診察と判定される 16) 10 点

以上の対象者数は 85 人 (対象者全体の

6.9 %)、男性 46 人 (3.7 %)、女性 39 人 
(3.2 %) であった。 
 
33--11--44..  基基礎礎疾疾患患  

一つ以上の基礎疾患の報告をした対象

者数は 265 人 (対象者全体の 21.5％)、男

性 154 人 (12.5%)、女性 111 人 (9.0%) で
あった。χ²検定の結果、男性・女性共に

50-80 歳代で有意に基礎疾患の報告が多

く認められた (男性: p < 0.01, Cramer’s 
v = 0.24; 女性: p < 0.01, Cramer’s v = 
0.24)。50-80 歳代の男性では、83 人 (50-
80歳代男性の 49.4 %)、女性は、50人 (50-

80 歳代女性の 37.9 %)であった。 
疾患ごとの性別、年代別の分析結果を

表 4 に示す。観測度数が 10 以上の疾患に

ついて、χ²検定または Fischer の正確確

率検定を実施した。高血圧、腰痛症で報告

が多くみられた。高血圧症は 70 人 (対象

者全体の 5.7%、男性 51 人 (4.1%)、女性

19 人 (1.5％))であった。χ²検定の結果、

男性・女性共に 50-80 歳代で有意に報告

者が多く認められた  (男性 : p < 0.01, 
Cramer’s v = 0.33; 女性 : p < 0.01, 
Cramer’s v = 0.24)。腰痛症は 71 人 (対
象者全体の 5.7%、男性 47 人 (3.8%)、女

性 24 人 (1.9%))であった。χ²検定の結

果、男性・女性共に 50-80 歳代で有意に

報告者が多く認められた (男性: p < 0.01, 
Cramer’s v = 0.20; 女性 : p = 0,04, 
Cramer’s v = 0.15)。また、女性において

呼吸器病が 22 人と多く報告があったが、

年代に有意な偏りは認められなかった。

その他68件の回答では、精神疾患13件、

甲状腺機能障害 9 件、アレルギー疾患 6
件などがあった。 
 
33--11--55..  運運動動前前のの健健康康チチェェッックク  

PAR-Q+と身体活動のリスクに関する

スクリーニングシートを参考に作成した

運動前の健康チェックでは、1 つ以上の質

問項目に該当した者は 139 人 (対象全体

の 11.3%、男性 80 人 (6.5％)、女性 59 人 
(4.8%))であった。観測度数が 10 以上の質

問項目について、χ²検定または Fischer
の正確確率検定を実施した。50-80 歳代で

は、男性で 39 人  (50-80 歳代男性の

23.2 %)、女性で 30 人 (50-80 歳代女性の

22.7 %) が運動前の健康状態で 1 つ以上
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利用者の情報を管理している電子カル

テシステムから、対象の有害事象・ヒヤリ

ハットの発生状況を追跡した。また、観察

期間中に発生した本研究対象者以外の有

害事象・ヒヤリハットについても、施設内

で作成、保管されている報告書から、個人

情報を除いた情報の提供を受けた。 
 
22--55..  統統計計解解析析  

対象者の属性について、連続変数は中

央値 (四分位範囲) で示し、年代グループ

の比較には、Kruskal Wallis 検定及び

Bonferroni法を用いたMann Whitneyの

U 検定を実施した。カテゴリー変数

は n (%)で示し、χ²検定または Fischer
の正確確率検定を実施した。それぞれ、効

果量 (Effect size: ES) r、φ、クラメール

の V を算出した (小: 0.1 以上、中: 0.3 以

上、大: 0.5 以上)。基礎疾患と運動前の健

康チェックの 7 つの質問項目では、該当・

非該当の２群で Mann Whitney の U 検

定、χ²検定または Fischer の正確確率検

定を実施した。なお、χ²検定または

Fischer の正確確率検定を実施したのち、

調整済み標準化残差を用いて残差分析を

行い、どの変数間に差があるのかを確認

した。統計学的有意水準は 5％とし、解析

には IBM SPSS Statistics 28 (IBM, 東
京) を用いた。 
 
22--66..  倫倫理理的的配配慮慮  

本研究は、慶應義塾大学スポーツ医学

研究センター倫理審査委員会の承認を得

て実施された (承認番号：2020-04, 2021-
08)。対象者には、研究説明書にて研究内

容を説明し、同意書と調査票の提出をも

って同意を得た。 
 
３．結果と考察

33--11..  結結果果  
33--11--11..  対対象象のの属属性性  

対象の性別ごとの属性 (年齢、身長、体

重、BMI) を表 1 に示す。各施設間におけ

る対象の基本情報を表 2 に示す。 
 
33--11--22..  運運動動習習慣慣  

対象の性別・年代ごとの運動習慣に関

する質問項目の結果を表 3 に示す。1 日

の運動時間、1 日の歩行・歩行と同等の身

体活動時間、座位行動時間の項目では、

Kruskal Wallis 検定の結果、男性の歩行・

歩行と同等の身体活動時間 (p < 0.01)、女
性の座位行動時間 (p < 0.01) で有意差を

認めた。これらの項目について、

Bonferroni法を用いたMann Whitneyの

U 検定を実施した。男性の歩行・歩行と

同等の身体活動時間の結果、10-20 歳代と

30-40 歳代の比較では 10-20 歳代が有意

に高値を示した (p < 0.01, r = 0.15)。10-
20 歳代と 50-80 歳代の比較では、10-20
歳代が有意に高値を示した (p < 0.01, r = 
0.19)。女性の座位行動時間の結果、10-20
歳代と 30-40 歳代の比較では 10-20 歳代

が有意に高値を示した  (p < 0.01, r = 
0.23)。10-20 歳代と 50-80 歳代の比較で

は、10-20 歳代が有意に高値を示した (p 
< 0.01, r = 0.20)。 

現在の運動習慣、運動の継続、中高強度

の身体活動、歩行速度に関する質問項目

では、χ²検定および Fischer の正確確率

検定の結果、男性で現在の運動習慣、中高

強度の身体活動の項目で回答に有意な偏

 

りが認められた。残差分析の結果、現在の

運動習慣では、10-20 歳代で週 1-2 日実施

しているという回答が少なく、30-40 歳代

で週 1-2 日実施しているという回答が多

くみられた (p < 0.01, Cramer’s v = 0.13)。
また、中高強度の身体活動に関する項目

では、10-20 歳代で実施していると回答し

た者が多く、50-80 歳代で実施していると

回答した者が少ない結果であった (p < 
0.01, Cramer’s v = 0.19)。女性では、運動

の継続に関する項目において、50-80 歳代

で継続していると回答した者が有意に多

かった (p< 0.02, Cramer’s v = 0.13)。 
 
33--11--33..  KK66 のの分分布布  

K6 の各質問項目の合計得点の結果、問

題なし : 0-4 点は 958 人  (対象全体の

78％)、要観察: 5-9 点は 192 人 (16％)、
要注意/要受診: 10 点以上は 85 人 (7％)で
あった。K6 合計得点の判定結果は、年代

による統計学的な偏りは認められなかっ

た。要注意/要診察と判定される 16) 10 点

以上の対象者数は 85 人 (対象者全体の

6.9 %)、男性 46 人 (3.7 %)、女性 39 人 
(3.2 %) であった。 
 
33--11--44..  基基礎礎疾疾患患  

一つ以上の基礎疾患の報告をした対象

者数は 265 人 (対象者全体の 21.5％)、男

性 154 人 (12.5%)、女性 111 人 (9.0%) で
あった。χ²検定の結果、男性・女性共に

50-80 歳代で有意に基礎疾患の報告が多

く認められた (男性: p < 0.01, Cramer’s 
v = 0.24; 女性: p < 0.01, Cramer’s v = 
0.24)。50-80 歳代の男性では、83 人 (50-
80歳代男性の 49.4 %)、女性は、50人 (50-

80 歳代女性の 37.9 %)であった。 
疾患ごとの性別、年代別の分析結果を

表 4 に示す。観測度数が 10 以上の疾患に

ついて、χ²検定または Fischer の正確確

率検定を実施した。高血圧、腰痛症で報告

が多くみられた。高血圧症は 70 人 (対象

者全体の 5.7%、男性 51 人 (4.1%)、女性

19 人 (1.5％))であった。χ²検定の結果、

男性・女性共に 50-80 歳代で有意に報告

者が多く認められた  (男性 : p < 0.01, 
Cramer’s v = 0.33; 女性 : p < 0.01, 
Cramer’s v = 0.24)。腰痛症は 71 人 (対
象者全体の 5.7%、男性 47 人 (3.8%)、女

性 24 人 (1.9%))であった。χ²検定の結

果、男性・女性共に 50-80 歳代で有意に

報告者が多く認められた (男性: p < 0.01, 
Cramer’s v = 0.20; 女性 : p = 0,04, 
Cramer’s v = 0.15)。また、女性において

呼吸器病が 22 人と多く報告があったが、

年代に有意な偏りは認められなかった。

その他68件の回答では、精神疾患13件、

甲状腺機能障害 9 件、アレルギー疾患 6
件などがあった。 
 
33--11--55..  運運動動前前のの健健康康チチェェッックク  

PAR-Q+と身体活動のリスクに関する

スクリーニングシートを参考に作成した

運動前の健康チェックでは、1 つ以上の質

問項目に該当した者は 139 人 (対象全体

の 11.3%、男性 80 人 (6.5％)、女性 59 人 
(4.8%))であった。観測度数が 10 以上の質

問項目について、χ²検定または Fischer
の正確確率検定を実施した。50-80 歳代で

は、男性で 39 人  (50-80 歳代男性の

23.2 %)、女性で 30 人 (50-80 歳代女性の

22.7 %) が運動前の健康状態で 1 つ以上
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の項目に該当していた(表 5)。質問ごとで

は、男性では、「慢性疾患で何か薬を飲ん

でいますか。」77 人(男性全体の 10.4％)、
「「心臓病」または「高血圧」を医師から

指摘されたことがありますか。」75 人(男
性全体の 10.1％)で回答者が多かった。女

性では、「慢性疾患で何か薬を飲んでいま

すか。」55 人(女性全体の 11.1％)、「運動

を行うことで痛みが強くなる心配のある

筋肉や関節の痛みなどがありますか。」51
人(女性全体の 10.3％)で回答者が多くみ

られた。これらの項目について該当あり

の該当者となしの非該当者の間で、基本

属性項目、運動習慣、K6、基礎疾患、ト

レーニング室利用状況を比較した。 
(1) 男性: 「慢性疾患で何か薬を飲んでい

ますか。」 
該当者、非該当者の間で、運動時間 30.0 

(10.0-60.0)分、60.0 (30.0-90.0)分  (p = 
0.04, r = 0.09)、年齢 59.0 (45.5-67.5)歳, 
35.0 (26.0-45.3)歳 (p < 0.01, r = 0.42)、
BMI24.3 (21.8-26.7)kg/m² , 23.0 (21.2-
24.8) kg/m² (p < 0.01, r = 0.16) で有意

な差を認めた。また、中高強度の身体活動 
(p = 0.01, φ= 0.11)、歩行速度 (p = 0.02, 
φ= 0.09)、基礎疾患の有無 (p < 0.01, φ
= 0.58) で有意な偏りがみられた。残差分

析の結果、該当者において、中高強度の身

体活動あり、同年代より歩行速度が速い

と回答した者の割合が少なく、基礎疾患

ありと回答した者の割合が多かった。疾

患別では、高血圧症 (34 人)、腰痛症 (13
人)、糖尿病 (10 人)、狭心症・心筋梗塞・

心不全 (9 人)の回答が多くみられた。 
(2) 男性: 「「心臓病」または「高血圧」を

医師から指摘されたことがあります

か。」 
該当者、非該当者の間で、年齢 57.0 

(44.0-70.0)歳, 35.0 (26.0-46.0)歳 (該当者, 
非該当者; p < 0.01, r = 0.32)、BMI 24.5 
(22.2-27.3)kg/m² , 23.0 (21.1-24.8) kg/m² 
(p =0.01, r = 0.15)で有意な差を認めた。ま

た、中高強度の身体活動 (p = 0.35, φ= 
0.08)、歩行速度 (p = 0.02, φ= 0.09)、基

礎疾患の有無 (p < 0.01, φ= 0.49) で有

意な偏りがみられた。残差分析の結果、該

当者において、運動の継続あり、同年代よ

り歩行速度が速いと回答した者の割合が

少なく、基礎疾患ありと回答した者の割

合が多かった。疾患別では、高血圧症 (47
人)、狭心症・心筋梗塞・心不全 (10 人) の
回答が多くみられた。 
(3) 女性: 「慢性疾患で何か薬を飲んでい

ますか。」 
該当者、非該当者の間で、年齢 51.0 

(39.0-60.0)歳 , 40.0 (29.0-48.5)歳  (p = 
0.01, r = 0.15)、K6 合計得点 4.0 (1.0-7.0)
点, 2.0 (0.0-5.0)点 (p = 0.01, r = 0.11) で
有意差を認めた。また、中高強度の身体活

動 (p = 0.04, φ= 0.09)、基礎疾患の有無 
(p < 0.01, φ= 0.53) で有意な偏りがみら

れた。残差分析の結果、該当者において、

中高強度の身体活動と回答した者の割合

が少なく、基礎疾患ありと回答した者の

割合が多かった。疾患別では、高血圧症 
(13 人)、呼吸器病 (10 人)、腰痛症 (9 人)
の回答が多くみられた。 
(4) 女性: 「運動を行うことで痛みが強く

なる心配のある筋肉や関節の痛みな

どがありますか。」 
該当者、非該当者の間で、年齢 53.0 

(42.0-63.0)歳 , 40.0 (28.5-48.5)歳  (p < 

 

0.01, r = -0.23)、K6 合計得点 4.0 (1.0-7.0)
点, 2.0 (0.0-4.0)点 (p < 0.01, r = 0.16) で
有意差を認めた。また、K6 の判定 (p = 
0.04, φ= 0.09)、基礎疾患の有無 (p < 
0.01, φ= 0.31) で有意な偏りがみられた。

残差分析の結果、該当者において、K6 で

要観察判定の者と基礎疾患ありと回答し

た者の割合が多かった。疾患別では、変形

性関節症 (11 人)、腰痛症 (10 人)、高血

圧症 (7 人) の回答が多くみられた。 
 
33--11--66..  トトレレーーニニンンググ室室のの利利用用頻頻度度  

本研究の観察期間 15 ヶ月間 (2021 年

10 月-2022 年 12 月) における、本研究の

対象 (各施設の新規利用者) は、1,253 人 
(男性 739 人、女性 496 人) であった。こ

のうち、連続、不連続問わず利用があった

月数が 3 ヶ月以上の継続利用ありの者は

228 人 (対象全体の 18％、男性 161 人、

女性 67 人) であった。 
継続利用あり 228 人と継続利用なし

1,007 人の 2 群について、基本属性項目、

運動習慣、K6 合計得点、基礎疾患の個数、

運動前の健康チェックの該当個数を比較

した。男性では、BMI で 23.3 (21.3-25.2) 
kg/m², 22.6 (21.0-24.5) kg/m² (継続利用

あり群, 継続利用なし群) (p ＝ 0.04, r = 
0.07) で有意差が認められた。また、男性・

女性ともに、運動習慣で有意な偏りがみ

られたが、いずれも効果量はほとんど認

められなかった(男性: p = 0.02, φ= 0.09, 
女性: p = 0.04, φ= 0.09)。 

観察期間における、対象以外も含めた

トレーニング室の総利用者数は延べ

106,039 人、開館日数は 1,228 日、1 日当

たりの平均利用者数は 86.4 人であった。

延べ総利用者数のうち、60 歳以上の利用

者数は 35,563 人であり、総利用者数に占

める 60 歳以上の利用者の割合は 33.5％
であった(表 6)。本研究対象 1,235 人のう

ち、60 歳以上は 141 人であり、対象全体

に占める 60 歳以上の割合は 11.4％であ

った。 
 
33--11--77..  有有害害事事象象･･ヒヒヤヤリリハハッットト  

本研究の観察期間中に対象に関する有

害事象･ヒヤリハットの報告はなかった。 
観察期間における施設利用者全体では、

有害事象が 6 件発生した。有害事象 6 件

の内訳は、転倒 5 件 (30 歳代男性 1 人、

60 歳代男性 2 人、70 歳代男性 2 人)、体

調不良 (めまい) 1 件 (30 歳代女性 1 人) 
であった。転倒 5 件のうち、3 件がトレッ

ドミルでの転倒であった。いずれも経過

観察で回復し、救急搬送には至らなかっ

た。 
 
33--22..  考考察察  
本研究の目的は、藤沢市内の公共運動

施設内におけるトレーニング室の新規利

用者の属性を明らかにするとともに、当

該施設での運動中に発生する有害事象・

ヒヤリハットの発生状況と頻度を明らか

にすることである。これまでに、公共のト

レーニング室において、縦断的に利用者

の属性と運動中の有害事象・ヒヤリハッ

トを報告した研究は渉猟し得ない。 
本研究は、藤沢市内にある 3 か所の施

設を対象とした。対象は、男性 37.0 (26.0-
48.0) 歳、女性 41.0 (29.3-50.0) 歳であり、

男女の割合は、男性 60 ％、女性 40 %で

あった。令和 2 年の国勢調査 21) の結果か
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の項目に該当していた(表 5)。質問ごとで

は、男性では、「慢性疾患で何か薬を飲ん

でいますか。」77 人(男性全体の 10.4％)、
「「心臓病」または「高血圧」を医師から

指摘されたことがありますか。」75 人(男
性全体の 10.1％)で回答者が多かった。女

性では、「慢性疾患で何か薬を飲んでいま

すか。」55 人(女性全体の 11.1％)、「運動

を行うことで痛みが強くなる心配のある

筋肉や関節の痛みなどがありますか。」51
人(女性全体の 10.3％)で回答者が多くみ

られた。これらの項目について該当あり

の該当者となしの非該当者の間で、基本

属性項目、運動習慣、K6、基礎疾患、ト

レーニング室利用状況を比較した。 
(1) 男性: 「慢性疾患で何か薬を飲んでい

ますか。」 
該当者、非該当者の間で、運動時間 30.0 

(10.0-60.0)分、60.0 (30.0-90.0)分  (p = 
0.04, r = 0.09)、年齢 59.0 (45.5-67.5)歳, 
35.0 (26.0-45.3)歳 (p < 0.01, r = 0.42)、
BMI24.3 (21.8-26.7)kg/m² , 23.0 (21.2-
24.8) kg/m² (p < 0.01, r = 0.16) で有意

な差を認めた。また、中高強度の身体活動 
(p = 0.01, φ= 0.11)、歩行速度 (p = 0.02, 
φ= 0.09)、基礎疾患の有無 (p < 0.01, φ
= 0.58) で有意な偏りがみられた。残差分

析の結果、該当者において、中高強度の身

体活動あり、同年代より歩行速度が速い

と回答した者の割合が少なく、基礎疾患

ありと回答した者の割合が多かった。疾

患別では、高血圧症 (34 人)、腰痛症 (13
人)、糖尿病 (10 人)、狭心症・心筋梗塞・

心不全 (9 人)の回答が多くみられた。 
(2) 男性: 「「心臓病」または「高血圧」を

医師から指摘されたことがあります

か。」 
該当者、非該当者の間で、年齢 57.0 

(44.0-70.0)歳, 35.0 (26.0-46.0)歳 (該当者, 
非該当者; p < 0.01, r = 0.32)、BMI 24.5 
(22.2-27.3)kg/m² , 23.0 (21.1-24.8) kg/m² 
(p =0.01, r = 0.15)で有意な差を認めた。ま

た、中高強度の身体活動 (p = 0.35, φ= 
0.08)、歩行速度 (p = 0.02, φ= 0.09)、基

礎疾患の有無 (p < 0.01, φ= 0.49) で有

意な偏りがみられた。残差分析の結果、該

当者において、運動の継続あり、同年代よ

り歩行速度が速いと回答した者の割合が

少なく、基礎疾患ありと回答した者の割

合が多かった。疾患別では、高血圧症 (47
人)、狭心症・心筋梗塞・心不全 (10 人) の
回答が多くみられた。 
(3) 女性: 「慢性疾患で何か薬を飲んでい

ますか。」 
該当者、非該当者の間で、年齢 51.0 

(39.0-60.0)歳 , 40.0 (29.0-48.5)歳  (p = 
0.01, r = 0.15)、K6 合計得点 4.0 (1.0-7.0)
点, 2.0 (0.0-5.0)点 (p = 0.01, r = 0.11) で
有意差を認めた。また、中高強度の身体活

動 (p = 0.04, φ= 0.09)、基礎疾患の有無 
(p < 0.01, φ= 0.53) で有意な偏りがみら

れた。残差分析の結果、該当者において、

中高強度の身体活動と回答した者の割合

が少なく、基礎疾患ありと回答した者の

割合が多かった。疾患別では、高血圧症 
(13 人)、呼吸器病 (10 人)、腰痛症 (9 人)
の回答が多くみられた。 
(4) 女性: 「運動を行うことで痛みが強く

なる心配のある筋肉や関節の痛みな

どがありますか。」 
該当者、非該当者の間で、年齢 53.0 

(42.0-63.0)歳 , 40.0 (28.5-48.5)歳  (p < 

 

0.01, r = -0.23)、K6 合計得点 4.0 (1.0-7.0)
点, 2.0 (0.0-4.0)点 (p < 0.01, r = 0.16) で
有意差を認めた。また、K6 の判定 (p = 
0.04, φ= 0.09)、基礎疾患の有無 (p < 
0.01, φ= 0.31) で有意な偏りがみられた。

残差分析の結果、該当者において、K6 で

要観察判定の者と基礎疾患ありと回答し

た者の割合が多かった。疾患別では、変形

性関節症 (11 人)、腰痛症 (10 人)、高血

圧症 (7 人) の回答が多くみられた。 
 
33--11--66..  トトレレーーニニンンググ室室のの利利用用頻頻度度  
本研究の観察期間 15 ヶ月間 (2021 年

10 月-2022 年 12 月) における、本研究の

対象 (各施設の新規利用者) は、1,253 人 
(男性 739 人、女性 496 人) であった。こ

のうち、連続、不連続問わず利用があった

月数が 3 ヶ月以上の継続利用ありの者は

228 人 (対象全体の 18％、男性 161 人、

女性 67 人) であった。 
継続利用あり 228 人と継続利用なし

1,007 人の 2 群について、基本属性項目、

運動習慣、K6 合計得点、基礎疾患の個数、

運動前の健康チェックの該当個数を比較

した。男性では、BMI で 23.3 (21.3-25.2) 
kg/m², 22.6 (21.0-24.5) kg/m² (継続利用

あり群, 継続利用なし群) (p ＝ 0.04, r = 
0.07) で有意差が認められた。また、男性・

女性ともに、運動習慣で有意な偏りがみ

られたが、いずれも効果量はほとんど認

められなかった(男性: p = 0.02, φ= 0.09, 
女性: p = 0.04, φ= 0.09)。 

観察期間における、対象以外も含めた

トレーニング室の総利用者数は延べ

106,039 人、開館日数は 1,228 日、1 日当

たりの平均利用者数は 86.4 人であった。

延べ総利用者数のうち、60 歳以上の利用

者数は 35,563 人であり、総利用者数に占

める 60 歳以上の利用者の割合は 33.5％
であった(表 6)。本研究対象 1,235 人のう

ち、60 歳以上は 141 人であり、対象全体

に占める 60 歳以上の割合は 11.4％であ

った。 
 
33--11--77..  有有害害事事象象･･ヒヒヤヤリリハハッットト  

本研究の観察期間中に対象に関する有

害事象･ヒヤリハットの報告はなかった。 
観察期間における施設利用者全体では、

有害事象が 6 件発生した。有害事象 6 件

の内訳は、転倒 5 件 (30 歳代男性 1 人、

60 歳代男性 2 人、70 歳代男性 2 人)、体

調不良 (めまい) 1 件 (30 歳代女性 1 人) 
であった。転倒 5 件のうち、3 件がトレッ

ドミルでの転倒であった。いずれも経過

観察で回復し、救急搬送には至らなかっ

た。 
 
33--22..  考考察察  
本研究の目的は、藤沢市内の公共運動

施設内におけるトレーニング室の新規利

用者の属性を明らかにするとともに、当

該施設での運動中に発生する有害事象・

ヒヤリハットの発生状況と頻度を明らか

にすることである。これまでに、公共のト

レーニング室において、縦断的に利用者

の属性と運動中の有害事象・ヒヤリハッ

トを報告した研究は渉猟し得ない。 
本研究は、藤沢市内にある 3 か所の施

設を対象とした。対象は、男性 37.0 (26.0-
48.0) 歳、女性 41.0 (29.3-50.0) 歳であり、

男女の割合は、男性 60 ％、女性 40 %で

あった。令和 2 年の国勢調査 21) の結果か
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ら、18 歳未満を除いて算出した藤沢市の

平均年齢は男性 51.0 歳、女性 53.7 歳、男

女の割合は、男性は 48.8％、女性は 51.2％
であった。本研究の対象集団は藤沢市全

体の人口統計データから見ると若く、男

性が多い集団であった。 
運動習慣に関するベースラインデータ

では、現在の中高強度の身体活動に関す

る項目で 10-20 歳代が有意に多く、対照

的に、女性では 10-20 歳代で座位行動時

間が 30-40 歳代と比較して有意に長かっ

た。本研究における、運動習慣 (1 回 30
分以上の運動を週に 2 日以上、1 年以上

継続) の結果では、運動を継続していない

者の割合は、男性 54.4％、女性 72.9％で

あった。令和元年国民健康・栄養調査 6) の

結果では、運動を継続していない者の割

合は、男性 67％、女性 75％と報告されて

いる。このことから、本研究対象の男性に

おいては、日本国民全体の傾向よりも継

続的に運動を実施している者の割合が多

い集団であった。運動習慣のない者は運

動習慣がある者と比較して運動中の急性

心筋梗塞のリスクが高いことが知られて

いる 22) 。日本国民全体の傾向より運動習

慣を有する者が多いが、対象の半数以上

で継続的な運動習慣がみられなかったこ

とから、公共運動施設における運動希望

者の半数以上は、実施する運動内容によ

っては注意が必要な可能性が示唆された。 
精神的な状態について評価する K6 の

合計得点による分類では、問題なしが対

象全体の 78％であり、要観察は 16％、要

注意/要受診は 7％であった。K6 は令和元

年の国民生活基礎調査でも調査項目とし

て用いられており、12 歳以上を対象とし

た調査で、問題なしが 72％、要観察は

18％、要注意/要受診は 10％であった。本

研究の結果は、日本国民全体と同様の傾

向であった。 
基礎疾患に関する結果では、基礎疾患

を有する者は対象全体の 20％程度であっ

たが、男性・女性共に高年齢層ほど基礎疾

患を有している者の割合が高かった。50-
80 歳代の男性では約 50％が基礎疾患を

有しており、女性は約 40％であった。最

も報告数が多かった疾患は、高血圧症と

腰痛症であった。基礎疾患を有する者は、

各疾患に対する服薬をしている可能性が

考えられる。例えば、高血圧に対する内服

薬である Ca 拮抗薬、α遮断薬、β遮断薬

は、運動中に見られる心拍数および血圧

の上昇を抑制する 23) ため、運動中の心拍

数を用いた運動強度の推定を正確に行う

ことができない。また、腰痛症などに対す

る内服薬である消炎鎮痛剤も、運動中に

悪化した運動器痛などを自覚しにくくな

る可能性が考えられる。そのため、基礎疾

患を有する者への運動時の配慮は、それ

ぞれの疾患特性に対する注意と各疾患に

関する内服薬等に対する注意が必要にな

る。運動前の健康チェックでは、対象者全

体の 10％程度の者が何らかの項目に該当

した。基礎疾患と同様に、運動前の健康チ

ェックにおいても 1 つ以上の項目に該当

した者の割合は50-80歳代で有意に多く、

男性・女性共に 50-80 歳代の 20％以上が

いずれかの項目に該当していた。質問ご

とでは、男性では、「慢性疾患で何か薬を

飲んでいますか。」、「「心臓病」または「高

血圧」を医師から指摘されたことがあり

ますか。」の項目で該当者が多かった。該

 

当者においては、年齢が高く、基礎疾患あ

りと回答した者の割合が高かった。疾患

別では、高血圧症、腰痛症、糖尿病、狭心

症・心筋梗塞・心不全の回答が多くみられ

た。女性では、「慢性疾患で何か薬を飲ん

でいますか。」、「運動を行うことで痛みが

強くなる心配のある筋肉や関節の痛みな

どがありますか。」の質問項目で該当者が

多くみられた。これらの質問の該当者で

は、年齢と K6 の得点が高く、基礎疾患あ

りと回答した者の割合が有意に高かった。

疾患別では、高血圧症、呼吸器病、腰痛症、

変形性関節症の回答が多くみられた。こ

れらの疾患は、症状がコントロールされ

ている状態であれば、運動はむしろ推奨

されている。そのため、医学的に管理され

たうえで適切な運動を実施することが望

ましい。 
対象のトレーニング室利用状況では、

連続、不連続問わず合計 3 ヶ月以上の利

用があった者は、新規利用者の約 20％程

度にとどまった。対象と観察期間中の対

象以外も含む総利用者の年齢分布につい

て、本研究対象では 60 歳以上の割合は

10％程度であったが、総利用者では 30％
以上であった。そのため、実際の施設利用

者は、本研究の対象よりも高齢層の者が

多いことが予想され、基礎疾患等の運動

時のリスクを抱えている利用者がより多

い可能性がある。 
観察期間中の有害事象・ヒヤリハット

について、対象に関する有害事象・ヒヤリ

ハットは報告されなかった。しかし、トレ

ーニング室の利用者全体では、15 ヶ月で

6 件の有害事象が報告されていた。6 件中

5 件が転倒で、4 件が 60 歳代以上の利用

者で発生していた。転倒の危険因子は、高

齢、過去の転倒歴、バランス能力低下、筋

力低下、視力低下、服薬などが挙げられて

いる 24) 。睡眠治療薬や精神疾患、高血圧

症に対する内服薬の中には転倒の危険性

が高まるものがある 25) ため、これらを把

握するために，新規利用者に対して運動

前の健康チェックで年齢や基礎疾患・転

倒歴の確認をすることで、転倒のリスク

を軽減できると考える。また、ハインリッ

ヒの法則 26) では、1 件の重大事故の背後

には 300 件のヒヤリハットの存在がある

ことが、安全管理の分野では言われてい

る。今回、ヒヤリハットの報告がなかった

ことから、全ての有害事象・ヒヤリハット

を把握できていない可能性が考えられる。

そのため、労働安全・労働衛生の現場で行

われているような運動現場の指導者、監

視員に対する危険予知トレーニングの必

要性が示唆された。 
本研究の結果から、特に 50 歳以上の利

用者には、基礎疾患を有する者や運動前

の健康チェックが必要な者の存在が明ら

かとなった。観察期間では、有害事象・ヒ

ヤリハットは確認できなかったものの、

今後高齢化が進む我が国において、運動

に関するリスクを有する者の特定と安全

な運動環境の提供は重要な課題である。

現状、すべての公共運動施設で厳格なメ

ディカルチェックやスクリーニングを実

施することは困難である。そこで、施設利

用開始時に運動の継続状況や基礎疾患の

有無など多くの公共運動施設で運用可能

な標準化された運動前健康チェックの必

要性が示唆された。 
本研究の限界として、以下の 5 つがあ

122 令和 4年度健康・体力づくり事業財団研究助成



 

ら、18 歳未満を除いて算出した藤沢市の

平均年齢は男性 51.0 歳、女性 53.7 歳、男

女の割合は、男性は 48.8％、女性は 51.2％
であった。本研究の対象集団は藤沢市全

体の人口統計データから見ると若く、男

性が多い集団であった。 
運動習慣に関するベースラインデータ

では、現在の中高強度の身体活動に関す

る項目で 10-20 歳代が有意に多く、対照

的に、女性では 10-20 歳代で座位行動時

間が 30-40 歳代と比較して有意に長かっ

た。本研究における、運動習慣 (1 回 30
分以上の運動を週に 2 日以上、1 年以上

継続) の結果では、運動を継続していない

者の割合は、男性 54.4％、女性 72.9％で

あった。令和元年国民健康・栄養調査 6) の

結果では、運動を継続していない者の割

合は、男性 67％、女性 75％と報告されて

いる。このことから、本研究対象の男性に

おいては、日本国民全体の傾向よりも継

続的に運動を実施している者の割合が多

い集団であった。運動習慣のない者は運

動習慣がある者と比較して運動中の急性

心筋梗塞のリスクが高いことが知られて

いる 22) 。日本国民全体の傾向より運動習

慣を有する者が多いが、対象の半数以上

で継続的な運動習慣がみられなかったこ

とから、公共運動施設における運動希望

者の半数以上は、実施する運動内容によ

っては注意が必要な可能性が示唆された。 
精神的な状態について評価する K6 の

合計得点による分類では、問題なしが対

象全体の 78％であり、要観察は 16％、要

注意/要受診は 7％であった。K6 は令和元

年の国民生活基礎調査でも調査項目とし

て用いられており、12 歳以上を対象とし

た調査で、問題なしが 72％、要観察は

18％、要注意/要受診は 10％であった。本

研究の結果は、日本国民全体と同様の傾

向であった。 
基礎疾患に関する結果では、基礎疾患

を有する者は対象全体の 20％程度であっ

たが、男性・女性共に高年齢層ほど基礎疾

患を有している者の割合が高かった。50-
80 歳代の男性では約 50％が基礎疾患を

有しており、女性は約 40％であった。最

も報告数が多かった疾患は、高血圧症と

腰痛症であった。基礎疾患を有する者は、

各疾患に対する服薬をしている可能性が

考えられる。例えば、高血圧に対する内服

薬である Ca 拮抗薬、α遮断薬、β遮断薬

は、運動中に見られる心拍数および血圧

の上昇を抑制する 23) ため、運動中の心拍

数を用いた運動強度の推定を正確に行う

ことができない。また、腰痛症などに対す

る内服薬である消炎鎮痛剤も、運動中に

悪化した運動器痛などを自覚しにくくな

る可能性が考えられる。そのため、基礎疾

患を有する者への運動時の配慮は、それ

ぞれの疾患特性に対する注意と各疾患に

関する内服薬等に対する注意が必要にな

る。運動前の健康チェックでは、対象者全

体の 10％程度の者が何らかの項目に該当

した。基礎疾患と同様に、運動前の健康チ

ェックにおいても 1 つ以上の項目に該当

した者の割合は50-80歳代で有意に多く、

男性・女性共に 50-80 歳代の 20％以上が

いずれかの項目に該当していた。質問ご

とでは、男性では、「慢性疾患で何か薬を

飲んでいますか。」、「「心臓病」または「高

血圧」を医師から指摘されたことがあり

ますか。」の項目で該当者が多かった。該

 

当者においては、年齢が高く、基礎疾患あ

りと回答した者の割合が高かった。疾患

別では、高血圧症、腰痛症、糖尿病、狭心

症・心筋梗塞・心不全の回答が多くみられ

た。女性では、「慢性疾患で何か薬を飲ん

でいますか。」、「運動を行うことで痛みが

強くなる心配のある筋肉や関節の痛みな

どがありますか。」の質問項目で該当者が

多くみられた。これらの質問の該当者で

は、年齢と K6 の得点が高く、基礎疾患あ

りと回答した者の割合が有意に高かった。

疾患別では、高血圧症、呼吸器病、腰痛症、

変形性関節症の回答が多くみられた。こ

れらの疾患は、症状がコントロールされ

ている状態であれば、運動はむしろ推奨

されている。そのため、医学的に管理され

たうえで適切な運動を実施することが望

ましい。 
対象のトレーニング室利用状況では、

連続、不連続問わず合計 3 ヶ月以上の利

用があった者は、新規利用者の約 20％程

度にとどまった。対象と観察期間中の対

象以外も含む総利用者の年齢分布につい

て、本研究対象では 60 歳以上の割合は

10％程度であったが、総利用者では 30％
以上であった。そのため、実際の施設利用

者は、本研究の対象よりも高齢層の者が

多いことが予想され、基礎疾患等の運動

時のリスクを抱えている利用者がより多

い可能性がある。 
観察期間中の有害事象・ヒヤリハット

について、対象に関する有害事象・ヒヤリ

ハットは報告されなかった。しかし、トレ

ーニング室の利用者全体では、15 ヶ月で

6 件の有害事象が報告されていた。6 件中

5 件が転倒で、4 件が 60 歳代以上の利用

者で発生していた。転倒の危険因子は、高

齢、過去の転倒歴、バランス能力低下、筋

力低下、視力低下、服薬などが挙げられて

いる 24) 。睡眠治療薬や精神疾患、高血圧

症に対する内服薬の中には転倒の危険性

が高まるものがある 25) ため、これらを把

握するために，新規利用者に対して運動

前の健康チェックで年齢や基礎疾患・転

倒歴の確認をすることで、転倒のリスク

を軽減できると考える。また、ハインリッ

ヒの法則 26) では、1 件の重大事故の背後

には 300 件のヒヤリハットの存在がある

ことが、安全管理の分野では言われてい

る。今回、ヒヤリハットの報告がなかった

ことから、全ての有害事象・ヒヤリハット

を把握できていない可能性が考えられる。

そのため、労働安全・労働衛生の現場で行

われているような運動現場の指導者、監

視員に対する危険予知トレーニングの必

要性が示唆された。 
本研究の結果から、特に 50 歳以上の利

用者には、基礎疾患を有する者や運動前

の健康チェックが必要な者の存在が明ら

かとなった。観察期間では、有害事象・ヒ

ヤリハットは確認できなかったものの、

今後高齢化が進む我が国において、運動

に関するリスクを有する者の特定と安全

な運動環境の提供は重要な課題である。

現状、すべての公共運動施設で厳格なメ

ディカルチェックやスクリーニングを実

施することは困難である。そこで、施設利

用開始時に運動の継続状況や基礎疾患の

有無など多くの公共運動施設で運用可能

な標準化された運動前健康チェックの必

要性が示唆された。 
本研究の限界として、以下の 5 つがあ
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る。(1) 基本情報、運動習慣、基礎疾患等

の情報が施設利用者からの自己申告であ

るため、基礎疾患等の情報の正確性に疑

問が残る。(2) 新型コロナウイルス感染症

流行の影響がある。各運動施設は、新型コ

ロナウイルス感染症に対する対策の一環

で 2022 年 10 月まで施設利用人数と新規

利用者を対象としたトレーニング室の利

用説明会に人数制限を設けていた。日本

の 65 歳以上の高齢者を対象とした新型

コロナウイルス感染症流行前後における

身体活動量は低下していることが報告さ

れている 27) が、これらの影響がどの程度

あったのかは不明である。(3) 対象集団の

年齢分布に偏りがあり、藤沢市あるいは

日本国民の平均的な集団からはやや外れ

た集団である。今回、80 歳代以上は男女

合わせて 5 名のみであり、男女ともに対

象の 40％以上が 20-30 歳代に集中してい

た。(4) 継続的に施設を利用している者が

少ない点がある。そのため、継続的に施設

を利用している利用者の集団を反映して

いない可能性がある。 (5) 今回、ヒヤリ

ハットの報告がなかったことから、全て

の有害事象・ヒヤリハットを把握できて

いない可能性がある。 
しかし、これまで利用者の実態がわか

らずに運動が行われ、有害事象の有無が

不明であった、公共運動施設において、利

用者の属性を明らかにし、運動中の有害

事象・ヒヤリハットの発生を前向きに検

討した本研究の意義は大きい。運動に関

するリスクを評価する標準化された運動

前健康チェックの開発、実装の必要性が

示唆された。 
 

４．まとめ

本研究は藤沢市内の公共運動施設内の

トレーニング室の新規利用者を対象とし

て、利用者の属性を明らかにするととも

に、当該施設で運動中に発生した有害事

象・ヒヤリハットの発生状況と頻度を明

らかにすることを目的とした小規模前向

きコホート研究である。 
研究対象施設の新規利用者には、運動

を継続実施していない者が男性 54.4％、

女性 72.9％存在していた。基礎疾患を有

する者、運動前の健康チェックで 1 つ以

上の質問で該当する者の割合では、男性・

女性共に高年齢層ほど割合が高かった。

対象において、観察期間中の有害事象・ヒ

ヤリハットは確認できなかった。しかし、

対象を除く利用者全体では 15 ヶ月間で 6
件の有害事象が発生していた。6 件中 5 件

は転倒で、60 歳代以上の発生が 4 件だっ

た。転倒の危険因子を把握するためには、

運動前の健康チェックが有効であると考

える。また、今回ヒヤリハットの報告がな

かったことから、運動指導者、監視員に対

する危険予知トレーニングの必要性が示

唆された。 
本研究の結果は、運動中の有害事象や

ヒヤリハットの発生を回避するために、

基礎疾患への配慮、運動前の標準的な健

康チェックの実施、公共運動施設におけ

る運動指導員への教育が必要であること

を示唆している。 
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